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開催日：令和 7 年 5 月 16 日 

会議名：令和 7 年総務常任委員会（ 5 月 16 日） 

          ┌────────────────────────┐ 

          │ 総務常任委員会                │ 

          └────────────────────────┘ 

○（議事日程） 

開会の日時 令和７年５月 16 日（金） 

      午前 10 時 29 分開会 

      午後１時 14 分閉会 

場   所 第１委員会室 

議   題 （総務部、財務部、危機管理部関係） 

      １ 諸報告 

      ２ 閉会中の継続調査事件 

      ３ 閉会中の継続調査事件の調査報告について 

      ４ その他 

      ５ 特定テーマに関する調査研究 

出 席 者 委員長   富  山  恵  二    副委員長   麻  田  寿  美 

      委員    北  村     智    委員     中  田  英  一 

      委員    伊  藤  栄  介    委員     庄  本  え つ こ 

      委員    大  矢  卓  志    委員     越  田  浩  矢 

      委員    村  岡  真 夕 子    委員     門     隆  志 

      委員    浜  田  知  昭    委員     山  本  敏  信 

説明のため出席した者の職氏名 

      防災監                           池 田 頼 昭 

      理事（若者・Ｚ世代応援等調整担当）             木 村 晶 子 

      総務部長                          有 田 一 成 

      総務部次長兼秘書広報室長                  富 田 恵 一 

      職員局長兼県庁舎整備プロジェクト室参事           波多野 武 志 

      県庁舎整備プロジェクト室長                 松 井 雅 伸 

      総務部・財務部総務課長                   塚 本   崇 

 

      財務部長                          中之薗 善 明 

      財務部次長                         近 藤   巧 

 

      危機管理部長                        唐 津   肇 

      危機管理部次長                       柳 田 順 一 

      危機管理部総務課長                     正 垣 あおい 
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               その他関係課長等 

 

会議の概要 

 開   会（午前 10 時 29 分） 

 

◎ 写真撮影等の取扱について 

 毎日放送ほか６社から提出された写真撮影等許可願について諮ったところ、全員異議なく、

これを許可することに決した。 

 

◎ 議事に先立ち、委員長より、前回委員会において山本委員より発言のあったＰＲ会社へ

の表彰の件について、報告がなされた。 

 

        （主      な      発      言） 

○委員長（富山恵二） 

 前回委員会において、山本委員より発言のあったＰＲ会社への表彰の件について確認した

ところ、内容は総務部の所管外であったため、所管部局に報告を求めた。所管部局からは、

「状況を注視しており、何か展開があれば、表彰主体の他団体とも協議し、対応を検討して

いく」とのことであったので、委員各位にはご了承願いたい。 

○（山本敏信委員） 

 富山委員長や秘書担当部局の方にはご苦労をかけた。私自身は会社勤めもあり、50 年来、

議員生活をやってきた。トップからの表彰については、秘書担当が稟議している前提で考え

ていたので、昨年 12 月にも委員会で質問した。その辺については、県庁は非常に縦割りが

厳しく、担当部署が知事の表彰も全責任を取っていると報告を受けた。今後は、その辺も注

意して、私自身もいろいろと追っていきたいと思う。申し訳なかった。 

 

○（総務部、財務部、危機管理部関係） 

○（１ 諸 報 告） 

 （１）６月定例会提出予定議案について 

   危機管理部総務課長の説明を聴取した。 

 （２）暫定的な本庁舎再編に係る進捗状況等 

   新庁舎企画課長の報告を聴取した。 

 

       （主      な      発      言） 

○（山本敏信委員） 

 知事が替わる以前は、元町周辺も含めて神戸市や他の関係機関と様々な協議を行ってき

た。それがもうなくなってしまった。皆さん、新たにこういった仕事に取り組んでいると思う。私

もここへ登庁し始めてから 30 年になるが、県庁所在地として、ＪＲ三ノ宮駅、元町駅、神戸駅
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辺りが一体になって、これまで周辺の部門と神戸市の方と県庁全体で協議してきた。先ほど

は庁舎のことだけ説明があったが、全体的な観点で神戸市の中心部をどうするのかを念頭

に置いてやってもらわないといけない。県庁はどうなっているのかといった声もずっと聞いて

いる。 

 これまでの内容を踏まえず新たに検討するのではなく、神戸市は三宮全体を大きく改造し

て新しい都市づくりを進めているので、その辺も念頭に入れていただきたい。新たなセクショ

ンをつくってやってほしいと言っているわけではない。庁舎の改築であれば、その辺も含めて、

今までは山手幹線をメインに協議してきたが、これからはＪＲや南側の道路をどうするかとい

ったことも念頭に置いてやってほしい。県庁所在地に通っている議員としては何か情けない。 

○新庁舎企画課長（津志公輔） 

 委員ご発言のとおりであるが、本日説明したのは、新庁舎整備の間の暫定的な１、２号館

からの移転という話である。冒頭にお話ししたとおり、今年の秋を目途に基本構想をつくる準

備として、当局で検討会をしながら進めているところである。 

 委員ご発言のとおり、単に県庁の建替だけではなく、やはり 50 年、100 年に一度あるかど

うかの面的な工事になる。当然、ＪＲ元町駅からのアクセスの話や、面的な使い方も含めて、

明治以降、神戸市の元町地域は我々もお世話になっている場所ではあるので、ぜひ三宮や

活況のあるウォーターフロントとも連携しながら、ここの地域の特性を生かした開発をしてい

きたい。それについては、今後、常任委員会にも逐次ご報告するので、引き続き応援いただ

きたい。 

○（山本敏信委員） 

 是非お願いする。知事の公約に実効性はないという気持ちは分かるが、県庁所在地として

の県庁の在り方について、皆さんにも一緒に考えていただくよう心からお願いする。 

○（中田英一委員） 

 スケジュールについて２点伺う。基本構想から基本設計までたっぷり３年かけるということ

であるが、先ほど山本委員のお話にもあったように、これまでも計画については議論されてき

たので、それを生かして短くすることができないのか。 

 もう１点は、完成が令和十年代半ばと記載されているが、具体的にこの時期に完成させる

ということが決まるのはいつ頃になるのか。 

○新庁舎企画課長（津志公輔） 

 １点目については、委員ご発言のとおり、前回凍結する前に、基本計画の策定済みの１歩

手前ぐらいまでは準備していた。昨年の県政改革調査特別委員会でも様々なご質問をいた

だいたが、その部分については、我々も使えるものはしっかり使っていきたいと思う。期間に

ついては、まだ読めないところもあるが、他団体のスケジュールを見ながら、ゾーニングや具

体的なフロア構成、動線の話などを議論していくと、構想、計画、基本設計にそれぞれ１年

程度かかると考えている。各会派からも、以前の計画を使ってもっと早くできないのかといっ

た話はいただいているので、いかにこの期間を短くできるかについては意を用いて、我々も知

恵を出しながら、今後、構想、計画をつくっていきたい。 
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 ２点目については、我々もまずは基本構想でゾーニングを決めていく中で、例えば、民間提

案を受けてＰＦＩでやったり、あとは工事手法や、県民会館の場所をどう使うかなど、面的に

非常に広い場所なので、様々な複合要因がある。その中で、どういった工事手法を取ってい

くか、我々も県庁舎整備プロジェクト室の中で日々議論しながら取り組んでいる。基本構想

の中で、どこまでスケジュールを具体化できるかというところはあるが、何とか基本構想から

基本計画をつくるタイミングでは、レンジをもう少し狭めたような年度でご提案できると思う。 

○（中田英一委員） 

 スピード感を持たれていることが確認できてよかった。 

 もう１点、これが１年遅れることによって幾らかかるのか。要は、民間オフィスを借りる予算

は総額で大体どれぐらいか。 

○新庁舎企画課長（津志公輔） 

 実際に具体のビルを借りたわけではないので、予算ベースにはなるが、現時点では民間オ

フィスの賃貸料として６億から７億円を想定している。逆に言うと、１年遅れると、その分プラ

スになるという状況である。 

○（門 隆志委員） 

 職員の働き方改革の中で、リモートで仕事ができるようにするために、携帯電話を１人１台

配布したり、モバイルパソコンや書類のデジタル化など、様々なことを進めている途中だと思

うが、令和８年上期に新執務室で業務開始する際には、そういったリモート環境は整ってい

るという認識でよいか。 

○新庁舎企画課長（津志公輔） 

 ハード面で言うと、今、我々のパソコンを見ていただくと、基本的には全職員に持ち運びが

できるモバイルパソコンを配付しており、家でも仕事ができる状況になっている。携帯電話も

順次、いわゆる内線電話としても使えるように切り換えており、どこでも仕事ができるような状

況ということでは、ハード面は整えられている状況である。 

 一方で、職員の文化というか、仕事の仕方については、すぐに変えることができるものでも

ないので、まずはこの暫定庁舎のタイミングには、仮に全職員が出勤したとしても座れるスペ

ースは用意する。ただ、仕事の仕方自体は、私もたまにリモートで仕事をしているが、両方で

きるような状況に順次切り換えているのが現状である。 

○（門 隆志委員） 

 例えば、職場に電話があったときに、今日は在宅勤務なので翌日折り返し電話させますみ

たいなことではなく、自宅で仕事をしていても携帯がそのまま内線電話としてつながるように

は、まだ全部できていないと思う。令和８年上期に新執務室で業務開始とあるが、それ以降

も民間のテナントに入るまでには、そういったことが当たり前のようになってほしい。 

 私が２月定例会で質問するに当たり、教育委員会の方々がわざわざこちらに来て説明して

いただいたが、私的にはオンラインで全然問題ない。説明に行きますといった仕事のやり方

をされているが、極端な話、隣の部屋にいたとしても、オンラインで会議しましょうということが

根付けば、自宅でも外部のコワーキングスペースにいても、そういったことが当たり前になる
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と、民間のテナントビルに移ったときでも業務に支障なくスムーズに仕事ができるのではない

かと思う。並行して極力進めていただき、席の有無はあまり気にしていないので、リモートで

仕事ができるような環境をつくってほしいというお願いだけしておく。 

○（村岡真夕子委員） 

 今ご説明いただいた中で、３号館とか周辺のところに部局が集中して、また、民間オフィス

に移動する部局もあり、結局、全部局がここに再結集するまでには５年以上の年数がかかる

と理解している。その中で、民間オフィスを借りるために物件を探している状況だと思う。東

灘に庁舎があり、移動に一定の時間がかかっていると思うが、当局として、エリア的にどこま

での範囲で民間オフィスを探しているのか。本庁までの移動として、これぐらいの時間までな

ら許容範囲であるといった基準等を決めて物件を探しているのか確認したい。 

○新庁舎企画課長（津志公輔） 

 我々が物件を探すに当たって、仲介業者に三つの条件をベースに探している旨を伝えてい

る。それが、ここからの距離、１棟当たりのフロア面積、予算である。距離も大事であるが、

我々が一番重視しているのは、１棟当たりの面積である。例えば、半数の部局が民間オフィ

スに行く中で、課単位でそれぞれのビルに入ったりすると、マネジメントが非常に困難になる。

例えば、ここの庁舎は管財課が一括で管理しているが、それぞれのビルで庁舎管理業務等

が発生するので、なるべく固まりで動きたいと考えている。 

 その中で、まず距離については、特に危機管理部からも言われているが、当然ここから近

いところでという要望を受けている。ただ、兵庫県は大阪や東京と違い、オフィスビルがそこ

まで潤沢に建っているわけではないので、一長一短のような状況であるが、どういった場所

にするか、いろいろと話を聞いているところである。基本的には、神戸市内を中心に探してい

るのが現状である。 

○（村岡真夕子委員） 

 当然ながら防災の観点であったり、各部局のビル管理や部のマネジメント等が最優先され

るということを確認できて安心した。あと、距離の問題は、先ほど別の委員からももっとオンラ

イン等を使うべきだと指摘があった。ＤＸは当然として、働き方改革において職員にアンケー

トを取ったと思うが、部のマネジメントのことや、特に新人の教育において対面の必要性も随

分と意見が出ていたと思う。そこは、ＤＸと現実的な人間関係、コミュニケーションのよさのバ

ランスで最適解を見付けていただき、進めてほしいことを重ねて要望させていただく。 

○（山本敏信委員） 

 門委員のお考えに反論するわけではないが、先ほど村岡委員が言われたので、私も追加

で発言させていただく。実は、私が関西広域連合議会の副議長、議長の間に新型コロナ禍

だったので、オンライン会議をしたことが結構ある。もちろん徳島や鳥取はコロナ禍の最中に

大阪まで出られないこともあったが、オンラインでは議論にならないと感じる。 

 やはり議会として構成されているので、対面で担当の方と意見を交換しながら進めていくの

が、我々議会人の仕事である。企業みたいに本社があって支社があって、それをオンライン

でつなぐのとは別のジャンルの話になってくる。村岡委員の意見に賛同するが、その辺もよく
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考えていただきたい。議会は別である。必ずしも無理に集まれという意味ではないが、議会と

して月に１回なり３ヵ月ごとなど、明治時代から地域の意見を聞きながら前向きに話をしよう

ということで対面でやっている分まで、全部オンラインでやることについては反対である。これ

は別に議論の場ではないので、気持ちだけ言っておく。 

○委員長（富山恵二） 

 先ほど山本委員が言われたことは、議員一人ひとりの考え方があるので、この分について

はしっかりと協議を続けていきたいと思う。 

 

 （３）風通しの良い職場づくりのための県幹部職員研修の実施 

   人事課長の報告を聴取した。 

 

       （主      な      発      言） 

○（庄本えつこ委員） 

 初めての研修だと思うが、121 名は人数的にも多いと思う。幾つか質問するが、まず具体

的な研修方法について教えていただきたい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 121 名ということで、今回の場所については、資料に記載のとおり、知事、副知事、政策会

議の構成員を合わせた 33 名は、県庁３号館７階大会議室で行い、残りの 88 名は中央労働

センターの大ホールに集まった。中央労働センター大ホールでは、３号館７階大会議室の映

像を画面を通して見てもらうやり方とした。 

 今回、第１部の組織マネジメント力向上特別研修で、先生から演習もしたほうが効果的で

あると言われていたので、なるべく集まった形でグループ演習ができるよう、各職場でオンラ

インということではなく、業務に支障がなく来ることができる職員には、なるべく同じ場所に集

まって演習をしてもらうやり方とした。 

○（庄本えつこ委員） 

 演習とは具体的にどういったものか。文書問題に関する第三者調査委員会の報告の中で、

兵庫県の職員は真面目で、上司の言うことは必ず聞くという気質があると指摘されている。

研修自体が風通しの良い職場づくりということなので、グループ討論等も含めた形で、お互

いに言える、相手の意見を聞くといったやり方はどうなのかと思い質問した。 

○人事課長（佐藤正明） 

 演習を幾つか行ったが、例えば、部下の職員が仕事でミスをしたときに、どういった問いか

けがよいか等について、隣同士で話をしてもらった。また、心理的安全性に関しては、コミュ

ニケーションを図る上では、小さなことでも恥ずかしがらずに話せる職場環境をつくることが

大事であるということであったので、安心して話をしたり聞いたりできる職場に向けて何をす

ればよいか、隣同士で話をしてもらった。それから、先生に発表するといった演習を行った。 

○（庄本えつこ委員） 

 今後もこういった研修は継続するとのことであるので、工夫をしながら、県職員が自分の意
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見をきちんと言える、人の意見をきちんと聞けるといった方向で、トップの知事に一番それを

やってほしいわけであり、やっていただきたい。 

 次に、公益通報についても研修をされた。第三者調査委員会の報告に対して、百条委員

会ももちろんそうであるが、知事はいつも重く受け止める、真摯に受け止めると言っている。

しかし、重く受け止める、真摯に受け止めるということは、指摘されたことについてきちんと是

正していくことが前提条件だと思う。 

 第三者調査委員会によって、告発文書は公益通報に該当する文書であることが認められ

ているので、県は違法状態にあることを認め、間違いを直ちに是正する必要があることを、ま

ず申し上げたい。 

 その上で、文書を作成し配布したことをもって懲戒処分の対象とすることは違法であり、懲

戒処分は無効であると第三者委員会は報告しているが、真摯に受け止めるのであれば、そ

の処分を撤回すべきだと思う。当局としては、そのことについて検討しているのかお聞きする。 

○人事課長（佐藤正明） 

 懲戒処分の内容については、県の組織として判断したものであり、この場でこれ以上の見

解を示すことは差し控えたいと思う。懲戒処分に付すべきと判断した事案については、兵庫

県の懲戒処分指針に基づき適正な対応に努めていく。また、非行の考査に当たっては、綱

紀委員会を開催し、知事にも具申するといった形で、今後とも適正を期していく。 

○（庄本えつこ委員） 

 第三者委員会は、この懲戒処分そのものを違法として無効であるということを言っているの

で、まずは告発者に対しての処分を撤回すべきだということを申し上げているが、そのことに

ついて当局は今後検討していくのか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 繰り返しになるが、懲戒処分の内容について、県の組織として一定判断したものであるの

で、今日のこの場ではこれ以上のコメントは差し控えたいと思う。 

○（庄本えつこ委員） 

 懲戒処分の撤回を求めていきたいと思う。３月 26 日の知事の記者会見で、公益通報者保

護について、内部通報に限られるとの意見もあると知事は言っている。第三者委員会の報

告に対するこの発言については、消費者庁から技術的助言ではなく一般論として、知事の認

識は間違っているとの助言があった。しかし、県の対応は適切との態度を変えていない。体

制整備義務を所管している当局として、知事に是正すべきことを求めるべきではないかと考

えるが、いかがか。 

○県政改革課長（山本晃司） 

 これまでも知事が記者会見で述べているとおり、県としては法の趣旨を踏まえて適切に対

応を図っていくことが重要であると考える。 

○（山本敏信委員） 

 議事進行の関係で発言する。第三者委員会の関係は三つあり、後にも出てくるかもしれな

いので、委員長には議事を整理いただきたい。 
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 庄本委員が一生懸命言われているが、知事自身が、告発文書そのものが不正の内容で

あるとして、全然認める気がないので、このようなことになったわけである。そういった基本的

な問題があるので、また別の時間なり別の機関で十分にやってもらわないと、ここで質問して

も答弁できないと思う。 

○委員長（富山恵二） 

 公益通報者保護も研修されたということなので、その研修内容についての要望はしっかり

言っていただき、先ほど山本委員が言われたことについては、また議会として検討しなけれ

ばならないと思うので、その辺を踏まえて質問をお願いしたい。 

○（庄本えつこ委員） 

 百条委員会も文書問題に関する第三者調査委員会も調査は終わっている。しかも、この

問題は、総務常任委員会が所管するところであるが、私自身は総務常任委員会でこの問題

について発言できる機会が今日しかない。山本委員がおっしゃったようなこともあるが、私自

身の意見も含めて申し上げたい。 

 文書問題に関する第三者調査委員会では、県としてはハラスメント防止規定や公益通報

制度実施要綱は定められているが、十分に機能していなかったと指摘している。公益通報に

ついては、その有用性をよく見て、法の趣旨に沿った対応をする姿勢を持つべきだと第三者

調査委員会が要望している。 

 公益通報がなされた場合における県の適切な対応の在り方を検討すべきだと、第三者調

査委員会も言っている。私もそのとおりだと思う。県は、弁護士会が推薦する弁護士を公益

通報の外部窓口として設置しており、受理・不受理や意見などの作成を担当するとのことで

あるが、調査の実施については、引き続き知事部局を中心として行うことになっている。 

 今回のような知事や副知事らが通報対象者だった場合の問題点の抽出や業務フローを整

理して、具体的な運用方法を明文化して示すことがまだ行われていないので、これらの点に

ついて制度の整備が必要であると指摘されている。県として、整備が必要であると考えてい

るのか。これからやっていくという認識でよいか。 

○県政改革課長（山本晃司） 

 委員会の意見等を踏まえ、県としても、体制整備の充実について検討しており、今回もそ

の一環として、知事を含めた幹部等への研修を行い対応している。また、庁内においても、

内部通報をしやすい環境づくりといった形で、ホームページの内容変更等をしている。 

 先ほどご指摘のあった、知事が関係する案件については、現要綱でも必要に応じて外部

調査を委託する形になっているが、今後、他府県の事例や法改正の状況も踏まえながら、よ

り良い体制整備の充実に努めていきたいと考えている。 

○（庄本えつこ委員） 

 公益通報制度について、法の趣旨に則って、しっかりと兵庫県自身が当局も含めて認識す

ること、そして、具体的にどうしていくのか、早急に対応いただきたい。 

 

 （４）第三者調査委員会調査報告書の公表及び今後の県の対応について（県保有情報漏
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えいの指摘に係る調査に関する第三者調査委員会） 

   法務文書課長の報告を聴取した。 

 

       （主      な      発      言） 

○（庄本えつこ委員） 

 報告書では、漏えいが公益通報に該当しないこと、また、漏えいさせた者は不明とあるが、

立花孝志氏などは、県職員から入手したと言っている。立花氏などにはきちんと確認したの

か。報告書の記述を見ると、そういった形跡がない。 

○委員長（富山恵二） 

 第三者調査委員会の調査の中身のことになるが、答えられるか。 

○法務文書課長（山口 充） 

 調査報告書をご確認いただくとご理解いただけると思うが、調査の焦点は、基本的には県

の内部でどのような情報管理がなされていたか、要は、どのように持ち出されたかについて

の調査であるので、公表した者に対する直接的な調査は行われていない。 

○（庄本えつこ委員） 

 漏えいさせた者が不明という点を調べていくために必要だと思い、お聞きした。 

 もう一つ、報告書では週刊文春のことも書かれているが、週刊文春に情報が渡ったことに

ついて、例えば、告発者の元県民局長に対して、片山元副知事などが相当圧力をかけた事

情聴取をしていたことが確認されている。聴取時の声や言葉がどれだけ恫喝的なものだった

かということで、週刊文春に渡った。公益通報をすれば、職員がこのような扱いを受けるので

はないかということも含めて、週刊文春への情報提供は、いわば県職員を守るためのもので

はないかと考える。 

 週刊文春の件は公益通報に該当しないと言っているが、例えば、百条委員会で講演いた

だいた奥山教授などは、「第三者委員会の結論はそのとおりだと思うが、元副知事らによる

元西播磨県民局長への事情聴取の記録を週刊文春に提供したことは、公益通報者保護法

ではなく、懲戒権濫用などの労働法制の一般法理に基づいて通報者が法的に保護をされる

べき正当な内部通報に見える」とコメントされている。全部一緒くたにして同列に見て、公益

通報には該当しないといった報告は納得できない。内部通報として扱うべきではないかと意

見を申し上げる。 

 また、私たちも以前から求めていることであるが、昨日の知事の記者会見でも、不当に入

手した情報が漏えいし、ＳＮＳなどで流されており、いまだに削除されていないことについて、

知事は、法的にはハードルが高いので難しいと言っていた。確かに法的な問題としては難し

いかもしれないが、県として、また知事として、削除してほしいということぐらい言えるのではな

いかと思うが、その要請をきちんとしていただきたいと思う。 

○委員長（富山恵二） 

 最後の点について、答えられるか。 

○人事課長（佐藤正明） 
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 ＳＮＳ等での発信の削除要請については、発信者の表現の自由に抵触することをはらんで

いるので、県としては、削除要請を行う場合にも、法制度に則った手続を考えているところで

ある。 

 行政機関として削除を要請する以上、それが強制力を伴わない任意のものであったとして

も、一定の法的根拠を整理する必要があると考えている。このことについて、どのような構成

による要請であれば、法制度に則ったものになるのか、弁護士とも法律相談等を行っている

ところである。県としては、実効的な削除要請が行えるかどうかも含めて、検討を行っている

状況である。 

○（庄本えつこ委員） 

 告発者の名誉回復のことにも絡むので、ぜひ急いで削除要請をやっていただきたい。 

○（大矢卓志委員） 

 関連で確認したい。先ほど、特定の方の名前が出て、その方に聞かれたかどうかという質

問が出た。認識が間違っていたら指摘していただきたいが、それに対するお答えをお聞きす

ると、漏えいさせた者がいたとしても、その者を特定することは調査範囲ではないと受け止め

た。であるならば、資料では、調査報告書の結論において、漏えいさせた者は不明と書いて

あるが、この記載は要らないのではないかと思う。間違っていたら教えていただきたいが、い

かがか。 

○法務文書課長（山口 充） 

 質問の趣旨が少し分かりにくかったが、今回の調査は、第三者委員会を設ける段階から、

独立した調査を行うということであったので、調査手法についても、全てお任せしていた。 

 ただ県としては、誰が県から持ち出して第三者に提供したのか、どういう経路で持ち出され

て提供されたのかといったところを調査してほしいということである。最終的に発信者が誰か

というところを見たいということではないし、その特定の方から調査すべきかどうかというとこ

ろも、第三者委員会にお任せした。 

○（中田英一委員） 

 先ほど、表現の自由という言葉が使われたので、関連で質問したい。県保有情報の中には、

県が保有していたプライバシーに関わる情報と、週刊文春に流れた県の行った聞き取りに関

する情報の二つがあるという前提である。私的情報については、あることないことも含めて、

プライバシーや人権侵害がいまだに続いている。今回、県保有情報と現在出回っている情

報が一致したという結果が出ているのに、それを発信することが表現の自由で保護されると

いう見解の根拠について、また、どのような判断で表現の自由という言葉を使っているのか

教えてほしい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 インターネット上の権利侵害の対処について、プラットフォーム事業者への削除要請を求め

るということで、情報流通プラットフォーム対処法が４月１日に整備された。その中で、プラット

フォーム事業者が被害者の救済と発信者の表現の自由のバランスを踏まえた上で、適切に

対処できるような法整備がされており、そこにおける表現の自由という意味で使用した。 
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○（中田英一委員） 

 聞き方が悪かったかもしれないが、情報流通プラットフォーム対処法を使った法的な削除

要請のハードルが高いのは一定理解をしている。そうではなく、県として、こういった不正に

外に出たものについて、これ以上流さないでください、削除してくださいといった任意の要請

は出せるのではないかと思う。県がそこに対する表現の自由を意識して守る意図が分からな

かったので質問をしたが、法的なハードルのところだと理解した。 

 あと、県保有情報は二つに分かれていると認識しているが、今回の第三者委員会では、両

方とも公益通報に該当しないという調査結果であったので、刑事告発をされた。刑事告発に

至ったのは、第三者委員会の指示などがあったのか。それとも、県として、これは両方とも告

発すべきだという判断で告発したのか教えていただきたい。 

○法務文書課長（山口 充） 

 刑事告発の判断は県で行った。委員会はあくまでも調査を実施し、このような結論であった

ということで報告をもらった。情報の内容について、実質二種類あるのではないかという指摘

もあったが、県としては、行政を運営する上で、県民から様々な個人情報を預かることは当

然ある。例えば、補助金を出す場合、その会社の経営情報を聞いたりすることもあり、幅広く

様々な秘密を扱うのは行政機関の宿命であり、役割である。そういった状況を踏まえると、県

にある秘密を外部に持ち出す点ではどちらも問題があり、地方公務員法上は守秘義務違反

であると評価せざるを得ないと考えるので、今回、全体として警察に告発状を提出した。 

○（中田英一委員） 

 判断基準について、もう少し詳しくお聞きしたい。全てまとめて判断されたのではなく、一つ

一つ判断されたのではないかと思う。しかし、県保有情報を公式に発表していない段階で外

に流れた場合、全て地方公務員法違反だということにもなりかねないと考える。判断基準とし

て、どのようなことを考慮したのか。なぜ、今回は情報漏えいに当たらないという判断ではなく、

全て当たると判断されたのか教えてほしい。 

○法務文書課長（山口 充） 

 守秘義務の規定としては、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないことになっており、秘

密に当たるということ、つまり一般には公知されていない事実であって実質的に守る価値が

あるものということが、法律上の要件である。秘密に当たるかどうかという視点で見たときに、

委員ご指摘のとおり、今回は個々に判断したが、いずれについても秘密性があると考えた。 

○（中田英一委員） 

 秘密のところではなく、守る価値があるかどうかという点だと思う。先ほど庄本委員もおっし

ゃっていたが、県がこういった取調べを行ったことを含む情報について、守るべき必要がある

ものなのかどうか考える必要があると思う。これは意見である。 

 最後にもう１点お聞きする。今回の委員構成について、弁護士会に委託して３人選んでい

ただき、補助員もいるということで、文書問題に関する第三者調査委員会と構成が似ている

と思う。今回の調査結果は公益通報に該当しないという判断になったが、前回の文書問題

に関する調査結果では、元県民局長の文書は公益通報に該当するという判断になった。し
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かし、県の対応が分かれている。前回の第三者調査委員会の調査結果については認めな

い、信用しない。一方で、今回の調査結果については、すんなり認めて刑事告発をするとい

うことであるが、整合性が取れていると考えてよいのか。 

○法務文書課長（山口 充） 

 文書問題に関する第三者調査委員会については、元県民局長の出された文書が公益通

報に当たるかという議論であったと思う。こちらは、県の内部にあった文書が外部に出たこと

が公益通報と言えるかどうか、県の内部にあった情報を持ち出して広く世間に知れ渡る状況

に持っていったことが公益通報の点でどうなのかという判断であったので、事案的にも異なる

案件ではないかと思う。 

○（中田英一委員） 

 事案が異なるのは当たり前であるが、要は、同じように選任した第三者委員会の結論とし

て、前回は公益通報に該当する、今回は該当しないと出ていることに対して、県として受け入

れる、受け入れないと対応が変わっているのではないかという指摘である。これはおかしいと

いう意見にしておく。 

○（門 隆志委員） 

 第三者調査委員会が三つあり、10 月８日に人事課が契約したものが二つ目として、１月７

日に法務文書課が契約したのが三つ目とする。先日の会見を見て、二つ目と三つ目の第三

者調査委員会の弁護士が同じであると聞いた。 

 三つ目の第三者委員会については、兵庫県弁護士会の弁護士推薦委員会に依頼して出

てくるのに最低２ヵ月はかかるということであったにもかかわらず、12 月上旬に依頼をして１

月７日に契約をした。３月４日の総務常任委員会で、実は、二つ目と同じ人で第三者調査委

員会を構成しているのではないかと質問したら、総務部長は違うとは言わなかったが、兵庫

県弁護士会の弁護士推薦委員会から推薦があったと答弁された。そのときに、なぜ二つ目

と三つ目の弁護士が同じであるという答弁にならなかったのか。もう少し丁寧な答弁をいただ

けてもよかったと思う。弁護士の名前を出す必要はないが、なぜ同じであるという答弁がなか

ったのか気になっているので、教えてほしい。 

○総務部長（有田一成） 

 当時ご質問いただいた際には、まだ調査の内容等について詳しいお話をしていない状況で

あった。内容については、処分等に影響を及ぼすおそれのあるものであったため、調査に影

響を及ぼさないための答弁であったことをご理解いただきたい。調べている内容としては別

物であるということで、弁護士会にも推薦をお願いしたが、結果として、同じになったというこ

とでご理解いただきたい。 

○（門 隆志委員） 

 もう１点お聞きする。私の勘違いであれば指摘していただきたいが、元県民局長のパソコン

は、人事課の鍵のかかっているロッカーに保管しているという説明をずっと受けていた。私の

認識はそうであった。しかし、先日の会見を見て、パソコンの中にあるデータを人事課のサー

バーの中に入れていたという説明を聞いた。 



令和 7 年 総務常任委員会 令和 7 年 5 月 16 日 議事録 

13 

 私は、情報漏えいが起きたのは、誰かが鍵を開けてパソコンを触ってそこからデータを抜い

たのかと思っていたが、まさか共有サーバーにデータを移しているとは思いもしなかった。ま

ず、そういった説明が今までされていたのかお聞きしたい。越田委員や百条委員会のメンバ

ーの方も、サーバーにあるという認識はないと思う。今までの説明が丁寧ではないように感じ

たが、あえてサーバーにデータを保存していることを言わなかったのかお答えいただきたい。 

○職員局長（波多野武志） 

 昨年の回答の経緯について今すぐには分からないが、作業の必要上、データを人事課の

フォルダーに移していたというのは事実である。今回の報告書の中でも、それは正確に調査

に応じている。隠す意図があったとは思わないが、どういう意図で回答していなかったのかに

ついては、申し訳ないが把握していない。 

○（門 隆志委員） 

 もう１点お聞きする。先ほども言ったように、情報漏えいが起きたかもしれないとなったとき

に、わざわざ鍵を開けてパソコンを触ってデータを抜き出して、誰かのパソコンで開いたとき

のスクリーンショットが漏えいしていたと思っていた。３月 25 日の日付で並んでいたものであ

る。 

 しかし、人事課の共有サーバーに保存していて、そのスクリーンショットを取ったのであれば、

第三者委員会に調査依頼するまでもなく、同一であると分かるはずである。なぜ同一でない

かもしれないという疑いになったのか。Ｘか何かでスクリーンショットを見た限り、それは誰が

どう見ても同一である。誰かが作ったとは到底思えず、どう見ても同一である。あえて同一と

いう判断をせずに、第三者調査委員会に依頼したのはなぜか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 委員のおっしゃることも分かるが、人事課としては同一であるかどうかの確証が得られなか

ったので、そこについて調査されたものだと認識している。 

○（門 隆志委員） 

 さすがに同一であるという確証が得られないというのは、苦しい答弁だと思うが、今日はこ

こでやめておく。 

 この間の会見を見て、やはりもう少し丁寧に説明していただいてもよかったのではないかと

思ったので、それはお伝えする。 

○（越田浩矢委員） 

 今の質問と関連するが、今回、第三者委員会をわざわざ設置して調査を行っている。どう

いった秘密漏えいがあったときに第三者委員会を設置するのかがよく分からない。今回、県

の保有情報と一致しているかどうかの確認まで第三者委員会にしてもらう意図も分からない。

先ほど門委員から質問があったとおりであり、秘密の内容についても中田委員から指摘があ

ったように、プライバシー情報の漏えいと週刊文春に流れた情報は種類が違うと思う。 

 基本的には、役所で扱う情報は県民の知る権利に資するべきであり、公開できるものは全

て公開すべきである中で、この漏えいがあったからといって、何でもかんでも第三者委員会を

設置して調査するわけではないと思う。その辺の線引きの在り方や秘密の種類の捉え方の
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基準がはっきりしていないといけないのではないかと思う。その辺りの見解を教えてほしい。 

○総務部長（有田一成） 

 明確な基準というのは、確かにおっしゃるとおり難しいところがあると思う。ただ今回のケー

スでは、人事課が所管している情報が漏れている可能性があるため、まずは、第三者的な

事務局として法務文書課に所管を移し、その上で客観的な視点で調査を行うこととし、今回

のケースでは、第三者委員会に調査を依頼した。 

 今後、どういったケースで第三者委員会に調査を依頼するかについては、委員がおっしゃ

るように基準や考え方の整理が必要だと思うので、検討させていただく。 

○（越田浩矢委員） 

 今回、週刊文春に漏えいした情報を調査していたことが事後的に分かったが、それが事前

に分かっていれば、多分様々な議論が巻き起こっていたのではないかと思う。週刊文春に流

れた情報のメインは聴取の音声データなどであり、この文書問題の中でどういったやり取り

があったのかは、県民の知る権利に資するべき内容ではないかと思う。 

 そういった内容も漏えいしたら刑事告発まですることが、果たして適切なのかどうかについ

ては疑問が残るところである。漏えいしてはいけない秘密の扱い方や秘密の種類の考え方

の整理は必要ではないかということを指摘する。 

 もう１点確認する。県の保有情報が漏えいしていたということが第三者委員会の調査結果

で確定している。これを県当局としても認めるのであれば、現状、その情報の拡散によって亡

くなられた元県民局長に対する誹謗中傷的なことがネット上でも続いている状況で、先ほど

削除の議論もあったが、調査結果を踏まえて、ご遺族の方に県として正式に謝罪をしたのか

どうか確認したい。 

○総務部長（有田一成） 

 現時点では、ご遺族の方に直接の謝罪はしていない。 

○（越田浩矢委員） 

 そうであるならば、県の瑕疵によって、そういった情報漏えいが起こり、それが拡散したこと

によって、亡くなられた元県民局長の名誉がいまだに毀損されており、ご遺族の方を傷付け

ている状況が続いているので、県として正式に、できれば知事からご遺族の方にきちんと謝

罪すべきだと指摘する。 

○（村岡真夕子委員） 

 話が戻ってしまうが、いろいろと意見が出たので、再確認させていただきたい。一つ目は、

漏えいさせた者と、漏えいさせた者から受け取って情報発信をした第三者を区別して、今回

は調査されたという認識でよいか。 

○法務文書課長（山口 充） 

 県から情報をどうやって持ち出したかという部分の調査である。そこから、例えば、世間に

情報が伝わるような原因として、そこに誰が関わったかということの調査ではない。 

○（村岡真夕子委員） 

 発信した者の扱いについては、第三者委員会の方々に任せたというご説明で先ほど酌み
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取ってしまったが、そういった理解でよいか。 

○法務文書課長（山口 充） 

 県からは、情報を持ち出したところを調査してほしいと伝えている。情報を受け取られた方

が発信しているので、受け取られた方から意見を聞くのも調査の手法としてあり得ると思うが、

そこについては委員ご指摘のとおり、第三者委員会にその手法はお任せをした。 

○（村岡真夕子委員） 

 県からその手法について調べてくださいといった指定をしたわけではないということは理解

した。その上で、先ほどから話が出ているが、県民の生命、財産、健康を守らなければならな

い行政から、どんな内容であれ、情報が漏れることは非常に信用問題に関わることである。

そこについては厳格に対応しなければならないという話である。 

 一方で、県民が知るべき情報もあると思うが、その知るべき情報が本当にどういう情報な

のか、裏が取れるのかデマなのか確認するすべが難しいところもある。今回の事例を踏まえ、

知るべき情報がどういった経緯で手に入れられるのか、しっかりと整理、検証していただきた

い。また、これまでの当局の説明と第三者調査委員会の説明について、私たちの認識に若

干ずれが出てきている。このことも振り返って確認し、そごがないように今後の説明に生かし

ていただくべきではないかと、意見としてお伝えする。 

 もう１点お聞きする。漏えいしてしまった情報が第三者によって発信されたことによって、ネ

ット上で様々な問題が生じている。このことについても、同一かどうかの疑いがあって判然と

しないが、同一かもしれない可能性がゼロでないならば、直ちに削除する法的な根拠が整理

できないときは、仮処分でもいいと思う。人権侵害が起こるかもしれないので、仮処分で対応

するという初動の判断や整理はなかったのか。あるいは、初動でできなくても今の段階で、駄

目元でアクションを起こす方法はないのか。その辺の整理がなかったのか確認したい。 

○職員局長（波多野武志） 

 先ほど人事課長からの答弁でもあったが、そもそも個人の方や発信された者に対して、

我々行政機関がその情報は正しい、間違っているといった意見を言うこと自体がどうなのか

という問題がある。その上で、今回は県が保有している情報が出てしまったという我々の責

任の部分がある。我々としては当然責任を感じており、何とかしたいと思っている。その手法

として、先ほど情報流通プラットフォーム対処法の話もしたが、どういった手法ができるのか、

それが仮に無理だったとしても、一般論を踏まえて、昨日、知事も言ったように、何ができる

のか検討しているところである。 

○（村岡真夕子委員） 

 大変難しいところであるが、ネット上で行われている被害は誰から見ても大きいと思う。被

害を受けている方が非常に苦しんでいることは容易に想像がつく。兵庫県は人権を非常に

大事にしてきたので、今回の個別事案について早急に対応するだけでなく、今後何ができる

のか、国の知恵等を借りるなどして早急に組み立てていただきたい。 

 その上で、こうした一定の手続について、先月の常任委員会でも確認したが、表現の自由

や報道の自由にも配慮しながらも、県民の信頼を損ねてしまうような情報漏えいはあっては
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ならない。今回、県警に告発されたということで賛否はあると思うが、まずは警察に任せてし

っかりと調べていかなければならないというところは、行政としての一定の対応であると思う。 

 今後、残りの第三者委員会の調査報告も出てくると思うが、公正かつニュートラルで凛とし

た県民から信頼される対応を続けていただきたいということを私個人の意見として述べる。 

○（浜田知昭委員） 

 １点確認する。県の対応として、地方公務員法違反の疑いがあるということで、刑事告発さ

れているが、今回の情報漏えいの案件は、個人情報保護法上の違反でもあるということでは

ないのか。刑事告発をするときに、そういったことも含めて議論されたのか教えていただきた

い。 

○県民情報官（福田泰大） 

 個人情報保護法の罰則規定について、一つは、個人情報ファイルといって、体系的にデー

タを整理したものや、紙の分も一覧にして検索しやすくしたものが当たるが、それらに該当す

る個人情報である場合に罰則がかかる。もう一つは、業務に関して知り得た保有個人情報

を自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的という部分について、行為者の主観的な意

図を立証しないと犯罪に問えない罰則規定である。 

 今回は、直ちにそれに該当するのが難しいということで、地方公務員としての守秘義務違

反で刑事告発したという経緯である。 

○法務文書課長（山口 充） 

 個人情報保護法の関係は今ご答弁申し上げたとおりである。あとは、地方公務員法違反

以外にも、例えば、不正アクセス防止法なども対象になるのではないかといったことは内部で

も検討はした。ただ、結果としては、地方公務員法の守秘義務違反が一番可能性としては

高いので、これで行くべきだろうということで判断をした次第である。 

○（浜田知昭委員） 

 今回漏えいした情報については、個人情報保護法の対象にはならないという判断でよいか。 

○県民情報官（福田泰大） 

 いわゆる個人情報に該当する情報も含まれてはいるが、全部ではない。個人情報保護法

の罰則規定の対象には条件があり、その対象として直ちに明らかに当たるかどうかについて

疑義があったので、刑事告発の対象の罰則規定の検討では難しいという判断となった。 

○（大矢卓志委員） 

 これは大事な問題であり、緻密に議論しなければならないと思う。言葉にこだわるが、今日

の資料を素直に国語として読んだ場合、１．調査報告書の結論では、①県保有情報とネット

上の情報は同一の可能性が高いことと書いてある。ということは、極めて少ないかもしれない

が、この書き方では同一でない可能性もあるということではないか。言葉としてはそうである。

②③は、①の同一であるならばという前提での②③になる。素直に文章として読んだら、そう

である。この漏えいという意味も、県職員が何か意図を持ってやった場合もあれば、第三者

が侵入して盗っている可能性もある。 

 しかし、２．県の対応では、地方公務員法上の守秘義務違反の疑いがあるとしている。この
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書き方では、１番目の②③はあくまで仮定の②③であるにもかかわらず、２．県の対応では、

内部の者がやったような書き方になっている。 

 この資料は非常に大事なものであるが、私が指摘したいのは、これが論理的な文章になっ

ているかどうかである。どう思われるか。 

○委員長（富山恵二） 

 委員長から申し上げる。この資料は第三者調査委員会の報告書の抜粋を書いているもの

なので、当局はそれを踏まえて説明してください。皆さんの意見ではないということをしっかり

言ってください。 

○法務文書課長（山口 充） 

 第三者委員会の報告書において、説明や文章の書き方として、これでいいのかという指摘

は受け止めたいと思う。ただ、報告書の結論としては、漏えいさせた者は不明としつつも、現

に県職員の身分を有する者によってなされた可能性は極めて高いと記載されている。このこ

とから、今回の事案については、地方公務員法上の守秘義務違反の疑いが一番考えられる

ところであるので、県警に告発状を提出したという流れである。 

○（大矢卓志委員） 

 我々はこの資料をもとに当局の説明も聞いて議論するわけである。私の頭が悪いのかもし

れないが、論理的な文章にはなっていないと思ったので、指摘をした。 

○（山本敏信委員） 

 大矢委員の疑問点も門委員の疑問点もそうであるが、第三者委員会の調査報告がまず大

きく出ており、既にパワハラの研修会を行っている。ただ、知事は告発文書について、これは

不正の内容なので認めないと発言していることがずっと続いており、我々議会としてもどうし

たらいいのかという問題が残っている。この辺の認識を皆さん方も持っておかなければならな

い。平行線の２本のレールがずっと走っているように感じる。 

 第三者委員会が三つあったが、今回はその一つである。３月末に調査報告が出ていたが、

漏えいさせた者について、職員としての身分の問題や懲戒処分の問題があるため発表でき

ないということで、先日発表があった。この人が漏えいさせたといった形の結論が出るかと思

ったが、漏えいさせた者は不明という結論が一つになっている。そして、知事が県警に告発

状を提出した。県警もこの作業を行った皆さん方も大変だと思うが、この後の県警も大変だと

思う。 

 だから、我々、総務常任委員会として、今後どう扱うかはっきりしておかなければならない。

百条委員会は済んでしまっているので、今回報告をもらって終わりとするのか。告発状の提

出までなっているので、委員会としてどう取り組むのか整理しておかなければならないと大変

だと思う。 

○委員長（富山恵二） 

 今日の諸報告では、現時点での課題について審議してきたが、山本委員からは、まだまだ

課題があるというご指摘をいただいた。これについては、委員長としては、また新たな課題が

出た段階で、総務常任委員会の所管であれば審議が続くと思っている。ぜひ、委員の皆さん
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にはご協力をお願いする。 

 

 休   憩（午後０時６分） 

 再   開（午後０時 12 分） 

 

○（２ 閉会中の継続調査事件） 

 「県政を支える職員の養成と働き方の推進について」及び「公文書の管理・県政情報の公

開等の推進について」を議題とし、「職員の新しい働き方の推進」及び「公文書の管理・県政

情報の公開等の推進」について、人事課長、職員課長、法務文書課長及び県民情報官の

説明を聴取した。 

 

       （主      な      発      言） 

○（門 隆志委員） 

 超過勤務についてお聞きしたい。年間 540 時間超えの職員数が記載されているが、最高で

1,000 時間を超えた職員がいるのか。また、部署としては、財政課や議会事務局など、特別

委員会を二つ走らせたので忙しかったと思うが、どういった部署で超過勤務が多かったのか

説明いただきたい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 部署については、会計検査の対応で土木部や、文書問題の対応で総務部人事課と議会

事務局、その他部署としては少数ではあるが、法改正など大きなイベントの準備、また不正

軽油の対応などもあった。超過勤務時間については、災害対応等を除き、一番多かった方で

714 時間である。 

○（門 隆志委員） 

 もう１点お聞きする。公文書管理の状況について、資料４ページの主な報告内容のところで、

参考として令和５年度の公文書ファイル等の保有状況が記載されている。私が気になるの

は、公文書ファイル等の紛失・誤廃棄等の状況であるが、この紛失・誤廃棄の状況は資料と

してまとめられているのか。 

○法務文書課長（山口 充） 

 こちらの資料には記載はないが、公文書の紛失に関しては、教育委員会で１件あった。生

徒が受験した結果を報告するというルールがあるが、それを受け取った学校がその書類を

紛失した。また、誤廃棄に関しては、県警が多くなっており、公文書として保存しなければい

けないものを誤って廃棄してしまったものが大多数を占めている状況である。 

○（浜田知昭委員） 

 簡単にお尋ねする。職員が休暇制度を活用しやすいということは、風通しの良い職場づくり

の一番の原点にあると思う。その中で、年次休暇取得５日以上ということが目標になってい

る。公務員の場合、大体初年度から 20 日間はいただけるのではないかなと思う。ただ、何年

間も繰越しはできないといった条件だと思うが、この 20 日間に対して５日間というのは非常
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に少ないと感じる。もう少し目標を上げるべきではないかと思うが、この点はいかがか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 目標を検討する際には、そういった視点も入れていこうと思う。資料に記載はないが、平均

取得日数は令和６年度で 13.1 日となっている。20 日より下回ってはいるが、例えば、近年で

は令和４年が 10.6 日であり、職員全体の平均休暇取得日数も少しずつ上がっているところ

である。 

○（浜田知昭委員） 

 ぜひもう少し上げていただきたいと思う。 

 もう１点お聞きする。公文書の管理のことでお尋ねしたい。公文書の管理簿の作成に関し

て、このようなことはないとは思うが、故意に作成しなかったり、あるいは、過失で記載が漏れ

たりすることも可能性としてはあると思う。それを防止するために、県としてはどういったシス

テムを構築しているのか教えていただきたい。 

○法務文書課長（山口 充） 

 公文書管理簿の作成時の漏れについては、確かに可能性としてはあり得ることだと思う。

県としては、研修を行ったり、自己点検という形でチェックリストを各所属に配布したりしてお

り、例えば、文書の作成に関して職員に必要に応じて指導しているか振り返ってもらうように

記載している。システム的なことではなく、主に意識啓発といった形にはなるが、そういった形

で取組を進めている。 

○（浜田知昭委員） 

 これは意見として聞いてもらえたらと思う。個人に研修を行うのも分かるが、作成するときに

複数の目でチェックするといったシステムが非常に大事だと思う。やっていると思うが、もしや

っていなかったら、ぜひチェック体制をつくっていただきたいと思う。公文書公開請求があった

ときに、これが原点になると思うので、管理はしっかりとやってほしいと思う。 

○（村岡真夕子委員） 

 職員の新しい働き方の推進の資料６ページのエンゲージメント調査について伺いたい。調

査の目的のところで、管理監督職が自身のマネジメントを見直す機会の創出とあり、全庁的

な目標を掲げられていると思う。課ごとの数値は出されていると推察するが、一番低いところ

と高いところの幅はどれぐらい数値が違うものなのか、また、平均等も教えてほしい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 手元に詳細がないが、67 以上あれば最高の評価であり、高いところではそれを上回ってい

る所属もある。一方で、低いところは、11 段階の一番下が 33 未満であるが、それに近い所

属もあったと認識している。全庁としては平均 47.2 ということで、11 段階中７番目であるので、

まだまだこれからというところである。 

 課ごとにも数値を出し、各所属の強みや弱み等も出しているため、各所属でその弱みのと

ころを直していくような改善計画をつくっていただくよう取り組んでいる。今後、調査を行って

いき、それが改善されるような形で、所属長を始め管理監督職にはマネジメントをしてもらい

たいと考えている。 
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○（村岡真夕子委員） 

 非常に客観的に評価できるよい数字だと思うが、低すぎると自己肯定感などにも影響する

と思うので、フォローアップしていただきたいということを意見として申し上げる。 

 もう一つ意見を申し上げる。以前から気になっていたが、かつて採用抑制をされた期間が

長かったため、事務職もそうであるが、特に技術職の職員の年齢構成がいびつになっており、

組織体制の維持や事業の執行等において課題になっているのは認識が共有されていると思

う。年代別の負担や人材育成など、今後の組織を維持していくことに非常に大きな課題を抱

える中で、県庁も再編して分散をしていく一方で、働き方改革もしなければならない。県庁全

体の職務執行能力をどう維持していくのか。職員の数は減っていくが、社会のニーズが高ま

っていくところをクリアしなければならないわけである。引き続き、皆さんのモチベーションと生

産性が上がるような取組を研究していただきたいことを意見として申し上げる。 

 あと、公文書の管理について、資料６ページの情報公開のところで、去年は文書問題があ

ったため、情報公開請求が非常に多かったという特殊事情はあったと思うが、それを除いて

も、情報公開請求が活発に利用され、県政について県民の方が関心を持つこと自体は非常

によいことだと思う。 

 今回、文書問題を通じて、こういった制度があると広まり、今後、県民の皆さんの利用が増

えていくかもしれないが、情報公開請求の利用が増えていくことについて、感じられる意義や

課題、傾向等の分析、評価があれば、所見なども含めて教えていただきたい。県民の皆さん

の情報リテラシーの問題もあろうかと思うが、その辺りについてコメントいただきたい。 

○県民情報官（福田泰大） 

 件数自体は大きく増減したわけではないと思う。条例の非公開事由を除くものは、原則公

開という形で運用している。公開請求の書き方によって、対象文書が絞りづらいこともあるの

で、先ほど公文書管理ファイルの話もあったが、どういった文書があるのか、より分かりやす

くすることで特定されやすくなり、お互いのためになるのではないかと感じている。 

○（村岡真夕子委員） 

 県民の知る権利に資する情報については、県民の皆さんが、どこにアクセスして請求すれ

ば得られるのか、また、どこで公表されているのかといった知識が増えれば、おのずと行政や

議会の透明性が高まって開放された県政につながっていくと思う。今後も、県民の皆さんに

開かれた県政になるよう運用をよろしくお願いしたい。 

○（大矢卓志委員） 

 新しい働き方推進プランについて、二つ教えてほしい。 

 一つ目は、このプランは、令和５年２月策定、令和７年から９年で改定ということであるが、

その効果を測るのは難しいと思う。私は昔、加古川市議会議員であったが、一般の職員が

様々な分野の政策を提言され、それを吸い上げるといったことが加古川だけでなく、ほかの

基礎自治体、県でも恐らくあるだろうと思う。短い期間ではあるが、もしそういった切り口で特

記すべきお示しいただけるような効果や傾向があれば教えていただきたい。 

 二つ目は、定期健診についてである。私が歯科に関係する者なので、県職員の定期健診
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における歯科検診について、現在どうなっているのか教えていただきたい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 効果について、お答えが合っているか分からないが、このプランを改定するに当たり、若手

職員提言部会を立ち上げた。30 歳以下、入庁５年目以下の職員で、民間から入ってくる経

験者採用の職員なども含めて、10 名ほどでグループワークを通して意見を出してもらい、そ

れをプランに反映している。 

 具体的には、テレワークを活用して生産性を更に上げていこうという取組で、例えば、モバ

イルパソコンの導入や、現在Ｔｅａｍｓを積極的に活用してコミュニケーションを取っているが、

そういった提案もあった。また、Ｏｕｔｌｏｏｋでスケジュール管理をしてはどうかといった提案は、

若手の方の意見として実際に反映しており、スケジュール管理も非常にスムーズに進んでい

る。また、意識改革が進んでいないこともあり、エンゲージメントを向上する取組もしてはどう

かということで、先ほどのエンゲージメント調査も実施している。この調査の数字が上がって

いくことにより、働き方に対する意識の評価もされていくのではないかと考えている。 

○職員課長（中原惠子） 

 歯の健康づくりに対してお答えする。本県では、歯の健康づくりについて、令和６年度まで

は、令和７年３月に廃止した歯科診療所において歯科の診療を行っていたが、それとは別に

歯科検診を実施している。歯科検診は地方職員共済組合の共同事業として実施しているが、

令和６年度は本庁以外に、各地域で一、二回、計 28 日間開催し、希望者約 900 人超が受

診した。 

○職員局長（波多野武志） 

 追加でお答えする。人事課の所管ではないが、職員提案という政策提案の制度が別にあ

り、毎年、自分の所管業務に関わらず、自由にいろいろな提案をするという仕組みがある。よ

い提案については選考した上で表彰し、士気高揚を図るといったやり方をしている。 

○（中田英一委員） 

 ２点お聞きする。１点目は、エンゲージメントスコアが高いということで、私の得た情報はガ

セネタだったのだろうと思うが、確認させてほしい。昨年度末、ある自治体の人事の方が、県

職員からの応募が殺到していると言っていた。要は転職であるが、昨年度の離職数等、前

年からの経緯で分かれば教えてほしい。 

 ２点目は、新しい働き方ということで、多様な人材を確保するのが強い組織をつくる上で非

常に重要だと思う。上から言われて、風がぐっと吹いてきたら、当然そっちを向くというよりは、

様々な背景を持って取り組んでほしいと思う。そこで、副業の拡大について、大阪府等が民

間営利団体にも一部進めていく中で、兵庫県としてどのように考え、今後進めようとしている

のか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 まず１点目について、昨年度の退職は、59 歳以下で辞められた方は 103 名いるという状況

である。また、多様な視点での採用については、先ほど年齢構成の平準化等の話もあった

が、そういった課題にも対応するために、経験者採用の枠を増やしたり、昨年度からは、ＳＰＩ
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の試験枠を設けて、民間志望の方を公務員の専門試験なしで、一般教養試験と面接で獲

得していけるような試験も導入している。昨日、私も面接に行ったが、公務員の勉強はしてい

ないが民間と併願しやすかったといった声も耳にしており、このような新しい試験制度につい

ても取組を拡大しているところである。 

 次に２点目の副業の関係についてである。完全な副業ではないが、地域活動に取り組むよ

うな形で社会参画サポート制度を設けている。地域づくりの担い手が不足している状況もあ

り、地域団体の活動や伝統文化の継承、自治会の役員、地域の祭り、学校の部活の指導

員、環境保全活動、非営利団体の役員、商店街の活性化、または能力を生かして通訳ガイ

ド、手話通訳など、様々な活動に従事する職員を増やしていくために取り組んでいる。 

○（中田英一委員） 

 103 名というのは、その前と比べて同じくらいなのか、それとも増えたのか減ったのか、推移

が分かれば教えてほしい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 前年度の令和５年度が 74 名ということで、少し増えている状況である。退職の理由につい

ては、転職が約半分の 50 名程度、また、介護、家庭事情、結婚等で 39 名、あと療養専念が

14 名程度ということで、傾向としては少し増えてきているという状況である。 

○（庄本えつこ委員） 

 所管が違うので、数字として出てきていないが、長時間の超過勤務について、県立病院の

ドクター達がすごく多いと思うが、この辺は把握されているのか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 先ほど申し上げた数については、病院局の事務職や技術職は入っているが、病院の医師

は除いている。医師の超勤をどうするかという点については、病院局でしっかりと対応してい

ただいていると考えている。 

○（庄本えつこ委員） 

 ドクターの超過勤務はまだまだ続いていると思っているので、県全体としても把握していた

だけたらと思う。 

 もう１点、資料８ページのメンタルヘルスに係る相談件数の推移について、数的には減って

いるが、もしパーセンテージが分かるのであれば、後でもよいので教えていただきたい。 

○職員課長（中原惠子） 

 相談件数が減っていることについては、令和５年度から減ってはいるが、明確な原因は不

明である。ただ、相談においては、勤務に関すること、家庭問題など、様々な事情も考えられ

るため、具体的な理由は申し上げられない。 

 あと、パーセンテージについては、職員の何％が相談しているかということか。 

○（庄本えつこ委員） 

 数字的には減っているが、１人について２回、３回ということもあるかもしれないが、職員全

体としてのパーセンテージが分かればと思った。後でも結構である。 

○職員課長（中原惠子） 
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 リピーター等はいるので、パーセンテージや実人員が分かればご報告する。 

 

○（３ 閉会中の継続調査事件の調査報告について） 

 閉会中の継続調査事件の調査報告書の作成については、正副委員長に一任することに

決した。 

 

○（４ そ の 他） 

 

       （主      な      発      言） 

○（越田浩矢委員） 

 １点確認したい。先ほどの休憩で、財務部長と県政改革課長が退席してしまったが、先日

来、公益通報の３号通報が体制整備義務の対象となるという消費者庁の指摘を受けて、兵

庫県がそれを受け入れるのかどうかということで、さんざん記者会見で知事が質問されてい

る中で、知事は重く受け止める、真摯に受け止めると回答されているが、結局どちらなのか

はっきりしないがゆえに、記者が何度も何度も質問しているという状況である。有権解釈権を

持っている消費者庁が明確に、３号通報は公益通報の体制整備義務を伴うという解釈を示

しているにもかかわらず、それを受け入れるのかどうか示されないがゆえに、県民にとっても

非常に不安な状態というか、我々にしても少しもやもやしている状態である。 

 このことについて、当局として見解を明確に示してほしい。消費者庁と同じなのか、それとも、

知事は一つの見解、一般的な解釈といった言い方もされていたかと思うが、どちらなのか。も

し総務部長で示せるならご回答いただきたい。無理であるならば、後日、書面でも結構なの

で、県当局としてのお考えをはっきり示していただきたい。 

○委員長（富山恵二） 

 私の説明が各委員に漏れていたと反省しているが、諸報告で説明のあった研修内容には

公益通報もあったので、質問があるならそこで質問されるかと思っていた。越田委員が言わ

れるように、もし総務部長で答えられるところがあれば発言いただきたい。やはり所管外なの

で答弁が難しいということであれば、今日で調査事件は終わるが、後で私まで報告いただき、

私から各委員、特に越田委員に報告する形も取らせていただくが、いかがか。 

○総務部長（有田一成） 

 所管外のことでもあるので、私からはお答えができない。申し訳ないが、財務部に相談させ

ていただく。 

○委員長（富山恵二） 

 それでは、総務部長から担当部局に伝えていただき、先ほど私が申したように、私まで報

告いただけるようにお伝えいただきたい。 

○（山本敏信委員） 

 回答の仕方のことで発言したい。様々な報道の仕方がされているが、県が言っているとさ

れる場合もあれば、県知事が言っているとされる場合もある。県が言っているとされた場合に、
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県民の中には県議会も承知の上だと思っている方もおり、我々も地元でどうなっているのか

とよく聞かれる。 

 そうではなく、私が先ほどからしつこく言っているが、この問題の根本は、知事が、告発文

書は不正だから私は認められないと一貫して主張しているからである。先ほどの越田委員の

発言や疑問について、私もそれが問題だと思っている。 

 だから、皆さん方も付き合っていくのがしんどいと思うので、その辺を内部できちんとしても

らわないといけないと思う。報道の仕方の問題もあるが、こういった状態では、我々議員も、

県議会はどうなっているのかと聞かれた場合に、答えを出しようがない。 

○（越田浩矢委員） 

 ３月 26 日の知事記者会見の後の県当局の反応として、新聞報道等では、当局との見解と

相違しているような報道もあったが、もし知事と見解が異なるのであれば異なるということを

はっきり言っていただきたい。３号通報も体制整備義務を伴うという消費者庁と同じ法解釈を

県として有しているのであれば、そのように言っていただきたい。 

○委員長（富山恵二） 

 今の発言については、私から担当部局に伝えておく。 

○（庄本えつこ委員） 

 答弁される方がいないが、万博のことでお聞きしたい。理事から万博担当に伝えていただ

き、回答をいただきたいが、いかがか。 

 とりあえず申し上げる。万博が始まって１ヵ月以上たつが、パーク・アンド・ライドが成功して

いないとの報道がある。尼崎では、見込みで 3,000 台とあるが、何を根拠に 3,000 台と見込

んだのか。また、実情として、１日当たりの平均台数はいくらなのか。 

 また、万博開幕から１ヵ月たった現在における県内のフィールドパビリオンの状況を教えて

ほしい。 

○委員長（富山恵二） 

 これも、私から伝えておく。 

○（中田英一委員） 

 元県民局長の処分のところで、公益通報には該当しないという判断は変わらないと先ほど

確認したが、三つ目の処分理由の私的文書を作成していた件で、200 時間、多い日で３時間、

平成 23 年から 14 年間など、具体的な理由を示して処分をされている。この間、給与返還の

住民監査請求が上がったが、棄却された理由の中で、パソコン上に残っている情報、記録だ

けでは 200 時間とは特定できないとあった。人事課として、処分理由はこれでよいのか確認

したい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 14 年間にわたり勤務時間中に計 200 時間程度という点については、例えば、エクセルを開

いていた時間はなんとなく分かるが、開いたまま席を外したときでも、その時間がカウントされ

るので、元県民局長と話をして、ご本人が大体それぐらいだと言われた時間で 200 時間とい

うことにしている。 
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 ただ、住民監査請求では、給与にも関わってくるので、実際どの号給のときに、どの資料を

何分間作業したか等の特定は難しいのではないかと認識している。 

○（中田英一委員） 

 ご本人が話した内容でこの事実を担保しているということだと思う。知事は司法の判断がな

いと公益通報だと認めないと言われていると思うが、司法の判断の場になったときに、当事

者である県による威圧的な取調べの中で元県民局長が話した内容が、それこそしっかりとし

た証拠能力を持って維持できるかというと、危ういところが出てくるのではないかと思う。もち

ろん公益通報の該当のところもそうである。また考えて対応していただきたい。 

 

 休   憩（午後１時９分） 

 再   開（午後１時 11 分） 

 

○（５ 特定テーマに関する調査研究） 

 特定テーマである「大規模災害への備えについて～阪神・淡路大震災から 30 年を迎えて

～」について、調査研究報告書の正副委員長試案が示され、協議の結果、全員異議なく、

最終報告書として議長あて提出することに決した。 

 

 閉   会（午後１時 14 分） 

 

 

 

 


